
）

時間

時間

勤務日の平均
勤務時間

　　年　　月　　日　

採用年月日

　　年　　月　　日　 　　年　　月　　日　

　　年　　月　　日　

時間

時間

時間

　　年　　月　　日　

時間

時間

時間

時間
福祉用具専
門相談員

時間

時間

時間 時間

人
（うち要支援者　　　人）

利用者数

生活保護受給者
人

福祉用具専
門相談員 常勤・非常勤・兼務

合計

　　年　　月　　日　
社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他

福祉用具専
門相談員

　　年　　月　　日　 　　年　　月　　日　

　　年　　月　　日　 　　年　　月　　日　
社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他

常勤・非常勤・兼務
社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他

福祉用具専
門相談員 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他

福祉用具専
門相談員 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他

名簿兼勤務表（現在在職している者） 年

職種

常勤・非常勤・兼務

福祉用具専
門相談員

管理者

氏名
勤務形態

○をつけること

常勤・非常勤・兼務

　　年　　月　　日　

資格
○をつけること

　　年　　月　　日　

資格取得年月日
（登録年月日）

社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他

月分 事業所名（

時間 時間

兼務をしている
場合その職務

月合計
勤務時間

福祉用具専
門相談員 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他 　　年　　月　　日　 　　年　　月　　日　

時間 時間

常勤・非常勤・兼務
社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他 　　年　　月　　日　 　　年　　月　　日　

福祉用具専
門相談員 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他 　　年　　月　　日　 　　年　　月　　日　

時間 時間

　　年　　月　　日　
時間 時間

福祉用具専
門相談員 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・看・OT・
PT・専門相談員研修・他 　　年　　月　　日　

福祉用具貸与・特定福祉用具販売



※市が対象として指定する月の状況について全職員を記入すること 5.採用年月日欄
1.職種欄・氏名欄 貴社等が採用した日を記入すること。

職種欄に該当する職員氏名を記入すること。 6.勤務日の平均勤務時間欄
2.勤務形態欄 当該月の勤務日あたりの平均勤務時間数を記入すること。

該当するものに○をつけること。 7.月合計勤務時間欄
3.資格欄 当該月（初日から末日まで）に勤務した合計時間数を記入すること。

該当するものに○をつけること。 8.兼務をしている場合その職務欄
※略記号説明 兼務をしている場合、その職務名、業務名を記入すること。

9.利用者数
当該月の利用者数を記入すること。

4.資格取得年月日欄 10.生活保護受給者数
直近の資格取得日を記入すること。 利用者のうち生活保護の受給者数を記入すること。

福祉用具専
門相談員

○林　○美 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・
看・OT・PT・専門相談

員研修・他

合計 800時間

8時間 160時間
年　　月　　日2017年　10月　1日

年　　月　　日 2018年　4月　1日
8時間 160時間

月合計
勤務時間

160時間

160時間

兼務をしている
場合その職務

○○○事業所
管理者

160時間
社福士・介福士・保・
看・OT・PT・専門相談

員研修・他常勤・非常勤・兼務

8時間

勤務日の平均
勤務時間

2017年　4月　1日

採用年月日

2016年　4月　1日

2015年　4月　1日
8時間

8時間

2017年　4月　1日

福祉用具専
門相談員

○木　○子

資格取得年月日
（登録年月日）

管理者
○山　○男

職種

常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・
看・OT・PT・専門相談

員研修・他
　　2010年　12月　1日

氏名
勤務形態

○をつけること

常勤・非常勤・兼務

名簿兼勤務表（現在在職している者）　　2018年4月分

社福士：社会福祉士、介福士：介護福祉士、保：保健師、看：看護師
OT：作業療法士、PT：理学療法士

30人

福祉用具専
門相談員

資格
○をつけること

年　　月　　日
社福士・介福士・保・
看・OT・PT・専門相談

員研修・他

○川　○美 常勤・非常勤・兼務

社福士・介福士・保・
看・OT・PT・専門相談

員研修・他

利用者数

（うち要支援者　5人）

生活保護受給者
3人

福祉用具専
門相談員

○田　○男

指導実施月時点で在籍している職員についてご記入ください。利用

者数や、勤務時間等も指導実施月の状況を記載頂くようお願いします。紙面が

不足する場合にはコピーして使用してください。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売



（参考様式１） 常勤の従業者が当該月に勤務すべき時間数(合計)

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （　　　　　　　年　　　　月分　） サービス種類（福祉用具貸与・特定福祉用具販売）

事業所名　 　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

勤務 　　　第　　１　　週 　　　第　　２　　週 　　　第　　３　　週 　　　第　　４　　週 常勤換

職　　種 形態 氏　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 算後の 備　     考

＊ 人数 （兼務先・兼務内容等）

管理者

専門相談員

専門相談員合計 a c

a（合計月間勤務時間）・・・専門相談員の合計月間勤務時間を記入

　注：管理者が専門相談員と兼務している場合は、それぞれの職種で勤務時間を割り振り、管理者の時間は除くこと。

b（常勤の従業者が当該月に勤務すべき時間数） c（常勤換算）・・・a÷b

備考１　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

　　　２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入してください。

　　　３　職種ごとに下記の勤務形態の区分を記載してください。

勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：非常勤で専従　Ｄ：非常勤で兼務
       ４　常勤換算が必要な職種は、４週の合計をすべて足し、当該事業所の常勤の従業者が４週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出してください。

       ５　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。

       ６　兼務がある場合は、兼務先及び兼務する職務の内容について、備考欄に記入してください。

４週の
合計

       ７　各事業所・施設において使用している勤務割表等（すでに事業を実施しているときは直近月の実績）により、職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間等が

       　確認できる場合は、その書類をもって添付書類として差し支えありません。



（参考様式１） 160

（　　　　年　　　月分）
従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

勤務 　　　第　　１　　週 　　　第　　２　　週 　　　第　　３　　週 　　　第　　４　　週 ４週の 常勤換 兼 務 先 及 び
職　　種 形態 氏　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 算後の 兼 務 す る 職

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 合 計 人数 務 の 内 容

管理者 B 東　次郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 80 同事業所の専門相談員

専門相談員 B 東　次郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 80 同事業所の管理者

A 京　鶴美 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160

C 都　亀夫 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 80

合計 320 2.0

備考

【注意事項】
・当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数が４週で128時間（週32時間）を下回る場合は、128時間として計算すること。

常勤・非常勤の区分について

常勤の従業者が当該月に勤務すべき時間数（合計）

サービス種類（福祉用具貸与・特定福祉用具販売）
事 業 所 名 （　　　　　　　　　　　　　　　　）

１　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。
２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務時間数を記入してください。
３　勤務形態の欄には、下記区分のとおり記載してください。

勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：非常勤で専従　Ｄ：非常勤で兼務
５　常勤換算が必要な職種は、４週の合計をすべて足し、当該事業所の常勤の従業者が４週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出してください。
６　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。
７　兼務がある場合は、兼務先及び兼務する職務の内容について、備考欄に記入してください。
８　各事業所・施設において使用している勤務割表等（すでに事業を実施しているときは直近月の実績）により、職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間等が確認でき
る場合は、その書類をもって添付書類として差し支えありません。

勤務延時間数の計算について

・従業者1人につき、勤務延時間数に算入できる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数を上限とする。
（例えば、常勤が勤務すべき時間数が4週で160時間の事業所において、法人役員等であって4週で172時間勤務する従業員であっても、160時間で計算するこ
と）・管理者とサービス提供責任者を兼務するような場合にあっては、当該従業員が1日に勤務すべき時間数を、管理業務を行う時間とサービス提供責任者業務を行う
時間とに按分し、記入すること。

・当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいう。雇用の形態は考慮しない。
（例えば、常勤者は4週で160時間勤務することとされた事業所であれば、パート雇用であっても、4週160時間勤務する従業者は常勤となる）
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